
代替法 トラベルコスト法 ヘドニック法 CVM コンジョイント分析

内容
環境材を市場材で置換すると
きの費用をもとに環境価値を
評価

対象地までの旅行費用をもと
に環境価値を評価

環境資源の存在が地代や賃金
に与える影響をもとに環境価
値を評価

環境変化に対する支払意思額
や受入意思額を尋ねることで
環境価値を評価

複数の代替案を回答者に示し
て、その好ましさを尋ねるこ
とで環境価値を評価

適用範囲

利用価値

水源保全、国土保全、水質な
どに限定

利用価値

レクリエーション、景観など
に限定

利用価値

地域アメニティ、大気汚染、
騒音などに限定

利用価値および非利用価値

レクリエーション、景観、野
生生物、生物多様性、生態系
など非常に幅広い

利用価値および非利用価値

レクリエーション、景観、野
生生物、生物多様性、生態系
など非常に幅広い

利点
必要な情報が少ない

置換する市場材の価格のみ

必要な情報が少ない

旅行費用と訪問率などのみ

情報入手コストが少ない

地代、賃金などの市場データ
から得られる

適用範囲が広い

存在価値やオプション価値な
どの非利用価値も評価可能

適用範囲が広い

存在価値やオプション価値な
どの非利用価値も評価可能

問題点
環境材に相当する市場材が存
在しない場合は評価できない

適用範囲がレクリエーション
に関係するものに限定される

適用範囲が地域的なものに限
定される

推定時に多重共線性の影響を
受けやすい

アンケート調査の必要がある
ので情報入手コストが大きい

バイアスの影響を受けやすい

アンケート調査の必要がある
ので情報入手コストが大きい
バイアスの影響を受けやすい

最新の手法のため研究蓄積が
少なく、信用性が不明

経済価値評価の主な手法

評価手法

顕示選好法 表明選好法

※「生物多様性生態系と経済の基礎知識」（中央法規、2010年）を参考に栗山浩一氏作成
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